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大阪北部地震 

でのブロック塀 

倒壊による女児 

死亡事故を受け 

武井区長 

青木教育長に 

緊急申し入れ 
 

6/21 
１． 小・中学校の外壁の耐震性を確認し、工

事が必要な場合は直ちに実施すること。 
 

２． 通学路の総点検・調査を実施し、安全性

を確保すること。 
 

３． 区内全域のブロック塀等の危険個所を点

検し、改善をすること。 
 

４． ブロック塀等の改善に対する補助金制度

の創設を検討すること。 

学校施設、通学路も含め、全区的に点検・確認を

実施し、危険個所は児童・生徒に注意喚起する。 

補助金制度について検討する。 

全ての区有施設・区有地（376 か所）の塀（616 か

所）を対象に緊急実態調査を実施し、（1）建築基

準法に適合していない塀（13 か所）、（2）老朽化

等により安全性が懸念される塀・フェンス（5 か所）

について撤去、改修等の応急対策工事に取り掛

かっています。 

 

 

 
実績 155 

新設されたＡＴＭの入

り口は、急なスロープと

なっていました。しかも、

車椅子利用者、視覚障

がい者も利用可能と表

記されています。 

 安全安心にご利用頂

けるよう要望し、滑り止

め、手すりを順次設置し

て頂きました  

六本木アートナイトでは、国立新

美術館において障がい者アート

が展示されました  



  病児保育室が拡大  

          病気によって集団保育が受けられない乳幼児を預かってくれる区内の「病児保

育室」は、満床のため受け入れを断られるケースが増え続けていました。 

そこで、平成２７年１０月の委員会質問から一貫して病児保育室の拡大を訴え

続     続けてきた結果、昨年１２月に白金台に、本年４月には赤坂に開設され、合計5 

       か所まで拡大されることになりました 

小・中学校の 

      新入学学用品費等が倍増  

平成 27 年 3 月、28 年 10 月、新入学学

用品・通学用品費が10 年間ほぼ同額で

あることから見直すべきと質問  

国は、昨年３月末、経済的理由により

就学困難な児童・生徒世帯に支給する

「就学援助」の新入学学用品費等の支

給額の予算単価をほぼ倍増させる変更

を行い、全国の都道府県の教育委員会

に通知。しかし、港区では要綱を変更せ

ず、国の通知以後も予算単価が据え置

かれていた為、本年３月の予算特別委員

会で、さらに、拡大を訴えた結果、６月定

例会で補正予算が成立し、３０年４月の 

新入生から、小学校で 

23,890 円→47,380 円、 

中学校で 26,860 円→ 

54,070 円と変更され支給 

されることになりました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

港区議会 

公明党 

の実績 

新聞販売店による見守り支援が実現  

平成 22 年第 3 回定例会で、高齢者の見守り

支援について新聞販売店等に協力を求めるなど

の仕組みをとるべきと提案質問 

平成 30 年 6/26 、港区と港区新聞販売同業

組合は「港区ながら見守り連携事業に関する協

定」を締結し、日常業務をしながら見守りに協力

して頂き、地域の防犯力を高め、子どもや高齢者

等が安全で安心して暮らせることを目指します。 

これまで、平成28 年 9 月に㈱セブン- イレブ

ン・ジャパン、29 年 4 月に港区しんきん協議会、

29 年 6 月に日本郵便株式会社（芝郵便局・麻

布郵便局・赤坂郵便局・高輪郵便局・銀座郵便

局・晴海郵便局）と協定を締結しました 

がん患者とその家族を支援する施設が開設  

 本年４月、築８０年の歴史ある元国有施設が、 

区の複合拠点ゆかしの杜としてリニューアル  

 その５階に、がん患者とその家族を支援する為 

の施設港区立がん在宅緩和ケア支援センター 

「ういケアみなと」が開設されました  

がんに対応する専門性を持った看護師や、医療

ソーシャルワーカーが対応する治療や生活面での

相談スペース、同じ境遇の方やその家族がお茶を

飲みながら、さまざまな情報を得て学び、交流でき

るコーナーなどがあります 

平成１５年９月の決算特別委員会から、計４回

の定例会で主張し、未利用の国有施設の取得と

区民のための活用について、区議会公明党が一

貫して推進してきました  

実績 156 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ὲ6/14近藤まさ子の 

一般質問と区長答弁Ὲ 

平成 30年 第 2回 

港区議会定例会 
（6/13～6/22） 

 東京 2020競技大会を契機にボランティアの育成を  

 港区で育成したボランティア並びに多くの区民に対し、

大会のボランティア募集を周知し活躍を促していくべき、

そして区主催の区民まつりや総合防災訓練等イベントに

参加する障がい者を支えるボランティアの育成が重要  
ᵰ

 

 

 性の揺らぎのある子どもたちの自己肯定感を喪失さ

せないためにも、性の多様性を受け入れ、パートナーシップ

制度創設を  

ᵰ

 

 

 新たな介護予防の取組として、フレイルについて区民

に周知し、実践できる環境づくりに力を入れるべき  

ᵰ  

 

 障がい者の就労支援を 

 国の制度を最大限活用し精神障がい者への就労支援

の充実と、区内企業のテレワークの情報を収集し、障がい

者や難病者の就労へ繋げる仕組みを構築すべき  

ᵰ

 

 

 成年後見制度のデメリットを把握し課題を踏まえて、

港区成年後見制度利用促進基本計画を策定すべき  
ᵰ

 

公明党議員団

の一員として、

武井雅昭区長

に質問させてい

ただきます  

昨年末三重県立高校 2 年

生に対する 1 万人アンケート

で、約 1 割が性的少数者で、

LGBT が27% 、性的指向不明

が 22% 、当てはまる物がない

としたのは51% でした。 

そして、この当事者の61%

にいじめ被害、32% に自傷行

為の経験がありました。 

フレイルは、加齢とともに運

動機能や認知機能などが弱ま

り心身の活力が低下した虚弱

状態をさし、生活機能障害・要

介護状態などのリスクが高くな

った状態をいいます。 

早期に発見し、適切に介入・

支援することで「要介護状態に

なるのを防げる効果があり、生

活機能の維持向上が可能とな

る」と厚生労働省も対策を呼

びかけています。 



Ὲ ᵀ Ὲ( ⁮ ͻ ͻ )  

LGBT  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

性 的 少 数 者 の 皆

様の置かれている

立場や環境等、そし

て、地域で普通に暮

らせる社会を目指し

た活動について理

解を深めています  

 性的指向・性自認

についての差別や

偏見のない社会を

築いて参ります  
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成年後見、任意後見、共に専門職後見人による

被後見人本人や親族の思いを無視した行動につ

いて、複数のご相談を頂き勉強を開始しました 
 

Ὲ Ὲ 

 

 

 

国内の推定では 75 歳以上の 1～2 割がフ

レイル状態で、要介護状態を発生するリスク

は、そうでない人に比べて2.4 倍とのこと  

フレイル予防研究の第一人者、東京大学高

齢社会総合研究機構の飯島勝矢教授の講演

会に参加 フレイル予防の三本柱が「栄養」

「運動」「社会参加」仲間とワイワイガヤガヤ

食事、運動、社会参加することがフレイル予防

のポイントとのこと。 

港区の 65 歳以上のひとり暮らし世帯は、全

国平均の 27.3% と比べ41.6% と高い割合

取り組みを進めてまいります  


